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１．はじめに  

 

「議会は裁判所ではない」。これは、

フランスのミッテラン政権下で法務

大臣を務めた法律家のロベール・バダ

ンテール（Robert Badinter）が「記憶

の法律」のひとつである 2012 年法（以

下、ボワイエ法と略す）に対して述べ

た言葉である (1)。  

近年、特定の歴史的事象を立法によ

って承認したり、歴史的事実の否定を

刑事罰の対象としたりする、いわゆる

記憶法（memory laws）が、歴史学・社

会学・政治学にまたがる分野横断的な

研究対象として注目されている。なか

でも、フランスにおける「記憶の法律

（ lois mémorielles）」は、国際的にも

先駆的な事例として位置づけられて

おり、1990 年のゲソー法制定以降、現

行では４つ制定されている (2)。これら

の法律は、①ホロコーストという「人

 
( 1 )  Robert  Bodinter , «Le Parlement n 'est pas un tr ibunal », Le monde ,  le 14 janvier 2012,  

(https: //www.lemonde.fr /idees/art icle/2012/01/14/le -parlement-n-est-pas-un-tr ibunal-par-robert -

badinter_1629753_3232.html).  
( 2 )  「記憶の法律」について書かれた論文として、「記憶の法律」について書かれた論文と

して、樋口陽一『憲法という作為 ―「人」と「市民」の連環と緊張』（岩波書店，2009 年）

171 頁以下、曽我部真裕「フランスにおける表現の⾃由の現在―「記憶の法律」をめぐる最

近の状況を題材に」『憲法問題』25 巻（ 2014 年）75 頁以下、拙稿「フランスにおける「記

憶の法律」の現在」『憲法理論叢書』  30 巻（ 2022 年） 161 頁以下等を参照。  

道に対する罪（ crime contre l 'humanité）」

の否認を処罰する通称ゲソー法（ loi 

Gayssot）、②オスマン＝トルコ帝国に

よるアルメニア人虐殺の歴史的評価

を明示する法律（以下、2001 年法と記

す）、③奴隷制および大西洋奴隷貿易

を「人道に対する罪」と認定する通称

トビラ法（ loi Taubira）、④祖国によ

る帰還フランス人への国家の認識と

国家的貢献に関する通称メカシェラ

法（ loi Mekachera）であり、フランス

の「記憶の法律」は、多様な内容であ

ることが特徴として挙げられる。しか

し他方で、これらの「記憶の法律」は、

表現の自由、歴史研究の自由、さらに

は、上述のバダンテールの言葉が端的

に示すように、権力分立原則との関係

において多くの批判の対象となって

きた。  

フ ラ ン ス の 憲 法 院 （ Conseil 

constitutionnel）は、「記憶の法律」を

https://www.lemonde.fr/idees/article/2012/01/14/le-parlement-n-est-pas-un-tribunal-par-robert-badinter_1629753_3232.html
https://www.lemonde.fr/idees/article/2012/01/14/le-parlement-n-est-pas-un-tribunal-par-robert-badinter_1629753_3232.html
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めぐって、これまで二度の合憲性審査

を 行 っ て き た が 、 「 規 範 性

（normativité）」の有無を重要な審査

基準として用いている。とりわけ、ア

ルメニア人虐殺の否定表現を処罰す

る、ボワイエ法をめぐる判決において、

憲法院は、「記憶の法律」に対する自

らの立場を端的に示すと同時に、「規

範性の欠如」を理由として「表現の自

由の侵害」であると判示した。  

そこで本稿では、フランスにおける

「記憶の法律」の展開と、それをめぐ

る憲法院の各判決を概観した上で、議

会が「記憶の法律」を制定し、裁判所

がこれを審査することが、国家による

「歴史の公定」であり、権力の濫用に

あたるとする批判について検討する。

その上で、憲法院がボワイエ法の合憲

性審査において用いた「法規範性」概

念の内容を明らかにしたい。  

 

２．フランスにおける「記憶の法律」 

現行のフランスにおける「記憶の法

律」は４つ存在する。しかし、憲法院

によって違憲と判断され、成立後に廃

止されたボワイエ法についても、「記

憶の法律」をめぐる憲法院の合憲性審

査の論理構成を理解する上で重要な

位置を占めることから、以下では、ボ

ワイエ法も含めた５つの法律を概観

する。  

 

①  ゲソー法  

最初の「記憶の法律」は、ゲソー法

である (3 )。この法律は、共産党所属の

国民議会議員ジャン＝クロード・ゲソ

 
( 3 )  Loi  n° 90-615 du 13 juil let 1990 tendant à réprimer tout acte raciste,  antisémite ou xenophobe.  
( 4 )  Henry Rousso,  “French Memory Laws:  For a Better  Past ,” in  Elazar Barkan  and Ariel la Lang  

(eds.)  Memory Law and Historical  Justice ,  Palgrave Macmillan, 2017, pp.  33 -34.  

ー（ Jean-Claude Gayssot）の提案によ

り、1990 年 7 月 13 日に成立した。同

法は、1945 年 8 月 8 日のロンドン協

定附属国際軍事裁判所規程 6 条で定

義 さ れ た 「 人 道 に 対 す る 罪 （ crime 

contre l’humanité）」の１つまたは複数

の存在を争う行為を処罰対象とする。

ただし、その犯罪が、同規程 9 条に基

づいて犯罪組織と宣告された団体の

構成員によって、もしくはフランス国

内または国際司法機関によって有罪

判決を受けた個人によって行われた

ものである場合に限られる。同法は、

1881 年 7 月 29 日に制定された 「プレ

ス の 自 由 法 （ loi sur la liberté de la 

presse）」24 条の 2 を修正したもので

あった。同法にはすでに 1972 年、ヘ

イトスピーチを定義し抑制する規定

が追加されていたが、ゲソー法はこれ

を補完する形で、ホロコースト否定を

同様の犯罪として位置づけたのであ

る。  

かかる法律は、表現の自由や歴史研

究の自由を侵害するものとして、歴史

学者や法学者から大きな批判を受け

た。しかしながら、歴史上には多くの

ジェノサイドが存在するにもかかわ

らず、ホロコースト否定のみが刑罰法

規によって明示的に規定されている

点を正面から問題視する議論は、当時

はほとんど見られなかった (4 )。  

 

②  メカシェラ法  

2005 年 2 月 23 日法は、「フランス

帰還者（Français rapatriés）」に対する



東北ローレビュー Vol.16 (2026. March) 

フランスにおける「記憶の法律」と規範性概念 ―権力分立と表現の自由の観点から― 

     （伊藤純子）18 

国家の感謝を表明することを目的と

する法律である (5 )。同法 1 条は、旧ア

ルジェリア仏領県、モロッコ、チュニ

ジア、インドシナその他かつてフラン

スの主権下にあった諸領域において

フランスの事業に参与した者に対し、

国家がその貢献と犠牲を認め、敬意を

表することを規定している。  

本法により、これらの参加者には退

役軍人（ anciens combattants）としての

地位が付与され、また公的文書におけ

る 「 北 ア フ リ カ に お け る 作 戦

（opérations en Afrique du Nord）」とい

う呼称は、「アルジェリア戦争」また

は「チュニジアおよびモロッコにおけ

る戦闘」へと置き換えられた。すなわ

ち本法は、アルジェリア戦争をめぐる

用語について、既に社会的に定着して

いた呼称を法的に追認する役割を果

たした点に特徴がある。このように、

1 条は競合する戦争記憶を追認し、退

役軍人間の法的平等を確立すること

を主眼とするものであり、制定当時、

大きな論争を引き起こすことはなか

った。実際、歴史家団体の 「歴史のた

めの自由（Liberté pour l’Histoire）」も、

本法全体の廃止を求めることはなか

った。  

これに対し、強い批判を招いたのが

4 条である。同条は、「学校教育課程は、

フランスの海外における存在、とりわ

け北アフリカにおけるフランスの存

在が果たした積極的役割（ rôle positif）

を認識させるものとする」と規定して

 
( 5 )  Loi  n°2005-158 du 23 février  2005 portant  reconnaissance de la Nation et  contribution  

nationale en faveur des Français rapatriés.  
( 6 )  Rousso,  ibid. ,  pp.  34-35.  
( 7 )  Loi n° 2001-70 du 29 janvier 2001 relative à la reconnaissance du génocide arménien.  

いた。この規定は、国家が植民地支配

に対して価値判断を付与し、教育内容

を通じて特定の歴史解釈を促すもの

であるとして、歴史研究の自由および

教育の自由を侵害するとの強い批判

を受けた。こうした批判は、左派政党、

市民団体、移民系団体のみならず、ピ

エール・ノラら歴史家による「歴史家

のアピール （Appel des historiens）」に

よっても提起され、国家が立法によっ

て歴史教育の内容に介入することへ

の大きな批判が巻き起こった。その結

果、2006 年 2 月 15 日付大統領令によ

り 4 条 2 項は削除されたが、その他の

規定は現在に至るまで存続している

(6 )。  

 

③  アルメニア人虐殺承認法  

2001 年 1 月 29 日、国民議会は、「フ

ランスは、 1915 年のアルメニア人虐

殺を公に承認する」という簡潔な条文

の「記憶の法律」を可決した (7 )。これ

は、1915 年から 1917 年にかけてオス

マン＝トルコ帝国によって行われた

アルメニア人ジェノサイドの承認を

トルコ政府に求めてきた欧州議会を

先例として、遅ればせながら追随する

ものであったが、トルコは今日に至る

まで、このジェノサイドの承認を拒否

し続けている。  

注目すべき点は、歴史的叙述を提供

する法律が、初めてフランス史そのも

のを直接の対象としなかったことで

ある。ホロコーストの場合と同様に、
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アルメニア人虐殺の記憶化は、 20 世

紀末になってようやく実現した行為

であり、それはヨーロッパの遺産、そ

して共通の価値の重要な構成要素を

指し示すものであった。当該法律は具

体的な法的拘束力を全くもたず、偏見

やヘイトスピーチを防止するもので

もなければ、新たな権利を被害者に付

与するものでもなかった。この点から、

多くの法学者は同法を「宣言的法律

（ loi déclarative）」、すなわち本来は議

会の権限に属さない、公式かつ包括的

な意思表明にすぎないものとして批

判した。  

第二に、これまで司法判断がなされ

たことのない犯罪について、議会がそ

れを独自に「ジェノサイド」と法的に

定義することができるのかという問

いが提起されたのである。とりわけ、

1948 年のジェノサイド条約が遡及適

用を認めていないため、当該犯罪につ

いて判断した裁判所は存在しない。し

たがって、司法による認定がなされて

いない歴史的事象を議会によってジ

ェノサイドと認定することの可否が

問題となったのである。この問題は、

ヨーロッパ諸国に共通する課題であ

ったが、フランスにおいては、とりわ

け重要な意味を帯びることとなった

(8 )。  

 

④  トビラ法  

2001 年 5 月 21 日、国民議会はトビ

ラ法 （ loi Taubira）を可決した (9 )。同法

は、社会党系でフランス領ギアナ選出

 
( 8 )  Rousso,  ibid. ,  pp.35-36.  
( 9 )  Loi n° 2001-434 du 21 mai 2001 tendant à la reconnaissance de la trai te et  de l’esclavage en 

tant que crime contre l’humanité.  

の下院議員クリスティアーヌ・トビラ

（Christiane Taubira）の名を冠してい

る。本法律は、奴隷制に関連する複数

の問題を、単一の条文に規定している。

1 条は、奴隷制という過程そのものに

ついて、歴史的かつ法的な定義を与え

ている。すなわち、「フランス共和国

は、15 世紀以降、アメリカ大陸および

カリブ海地域、ならびにインド洋およ

びヨーロッパにおいて、アフリカ人、

アメリンド人、マダガスカル人および

インド人の諸集団に対して行われた、

大西洋奴隷貿易および一方でのイン

ド洋における人身取引、他方での奴隷

制が、人道に対する罪を構成すること

を認める」としている。  

2 条は、「歴史および人文科学にお

ける教育・研究課程は、奴隷貿易およ

び奴隷制に対して、それらが正当に占

めるべき位置を与えるものとする」と

明示している。これは、 「記憶の法律」

が、初めて学校教育における歴史教育

のあり方という、きわめてデリケート

な問題に踏み込んだことを示してい

る。フランスにおいて教育課程は教育

省が策定するが、通常、教師の裁量権

と国家の厳格な中立性の原則が尊重

されてきた。にもかかわらず、同法は

勧告ではあるものの、公教育の内容に

介入を可能としたことが指摘され得

る。  

3 条および 4 条は、奴隷制廃止を記

念する 1983 年法の改正を勧告した。

この改正は 5 年後の 2006 年に実現し、

議会は 2001 年法の審議が行われた日
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である 5 月 10 日を、「奴隷貿易、奴隷

制およびその廃止」を記憶する新たな

国家記念日として制定した。これは、

奴隷貿易や奴隷制の廃止だけでなく、

当該犯罪そのものもまた記憶の対象

とすることを意味していた。なお、当

初の法案には、「人道に対する罪」の

否認や矮小化を処罰する条項が含ま

れていたが、その後削除された (10 )。  

 

⑤  ボワイエ法  

2011 年 10 月、議会は、「ゲソー法」

の再構成に関する法案を審議するこ

ととなった。同法案は、ホロコースト

に限らず、国際法またはフランスの国

内法によって承認されたあらゆる 「人

道に対する罪」の存在を争う者の処罰

を対象としていた。この法案の目的は、

アルメニア人虐殺のジェノサイド性

を否定する言説を処罰するという点

にあった。  

これらの犯罪が司法上、ジェノサイ

ドとして認定されたことがないとい

う批判を回避するため、本法律は、

1915 年のアルメニア人虐殺を公に承

認した 2001 年法を根拠として援用し

た。しかし、2012 年 2 月、憲法院は、

ボワイエ法に対して違憲判断を行っ

た。すなわち、アルメニア人虐殺に対

して、「ジェノサイド」を適用する権

限は議会にはなく、表現の自由の侵害

にあたるとして違憲と判断されたの

である。同法は、国際文書、とりわけ

2008 年 11 月 28 日の EU 理事会枠組

決定を参照していた。しかし、留意す

べき点は、この枠組決定が EU 条約 29

 
( 10 )  Rousso,  ibid. ,  pp.  36-38.  

条に基づき、人種主義および外国人排

斥との闘いを目的として採択された

ものであり、加盟国に対して、自国の

法律によって認定されたジェノサイ

ドの否定を必ずしも刑罰化する義務

を課すものではなかったことである。

したがって、同枠組決定は、立法によ

るジェノサイド認定とその否定を処

罰する義務をフランス国家に課して

いたわけではなく、そのため、ボワイ

エ法の合憲性判断を導くことはでき

なかった。  

 

３．「記憶の法律」をめぐる２つの憲

法院判例  

憲法院は、「記憶の法律」をめぐっ

てこれまで二度にわたり合憲性審査

を行っている。すなわち、ホロコース

ト否定表現を処罰するゲソー法につ

いては合憲と判断したのに対し、アル

メニア人虐殺否定を処罰するボワイ

エ法については違憲判決を下した。こ

の２つの法律が明暗を分けた理由は、

これら２つの法律が規範性をもつか

否かが重要な要素であったと解され

ている。したがって、以下では両判決

の内容を規範性という観点から概観

する。  

 

①  ゲソー法合憲判決  

2016 年、憲法院は、ゲソー法に対し

て合憲判決を出したが、その理由とし

て、同法が 1881 年プレスの自由法に

刑事罰規定を追加するものであり、国

際軍事裁判所の判決によって確立さ

れた犯罪の否定を処罰対象としてい
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ることを根拠とした (11)。すなわち、本

判決は、「フランスまたはフランスに

よって承認された国際裁判所の判決

によって人道に対する罪として認定

された行為を否定することは、他の裁

判所または法律によって人道に対す

る罪として認定された行為を否定す

ることとは異なる。他方で、第二次世

界大戦中に行われた人道に対する罪

の否定は、それ自体、国内における人

種差別的かつ反ユダヤ主義的な意味

をもつ」として合憲判決を下したので

ある。  

このように、憲法院は、議会による

歴史的事実の認定や評価ではなく、国

際司法機関によるジェノサイドとい

う事実認定があるため、刑事罰規定を

もつ同法は合憲であるとの判断を行

っている。なお、本判決では、同法の

規範性の有無について言及されるこ

とはなかった。  

 

②  ボワイエ法違憲判決  

ゲソー法判決とは異なり、ボワイエ

法について、憲法院は違憲判断を行っ

ている (12)。その理由としては、「ジェ

ノサイドという犯罪を「承認」するこ

とを目的とする立法規定は、それ自体、

法律に付随する規範的効力 （ portée 

normative）を与えることはできない」

とした。また、「立法府自体がそのよ

うに承認し、法的に位置づけた犯罪の

 
( 11 )  Décision n°2015-512 QPC du 8 janvier 2016 p.18, JORF  n°0008 du 10 janvier 2016, texte 

n°20 (https:/ /www.conseil -constitut ionnel .fr /decision/2016/2015512QPC.htm )．なお、本判決に

関する評釈として、光信一宏「ジェノサイド否定罪とフランス憲法院」『愛媛法学会雑誌』

50 巻 1 ・2 合併号（ 2023 年）112 頁以下、拙稿「ゲソー法判決から見た現代フランスの「表

現の自由」とヘイトスピーチ」『茨城大学人文社会科学論集』３巻（ 2024 年）150 頁以下を

参照。  
( 12 )  Décision n°2012-647 DC du 28 février  2012,  JORF  du 2 mars 2012,  texte n°2, p.  3988  

（ https:/ /www.conseil -consti tutionnel.fr/decision/2012/2012647DC.htm）．本判決の評釈として、

拙稿「フランスにおけるアルメニア人虐殺否定禁止法  ―制定過程と憲法院判例の分析―」

『茨城大学人文社会科学論集４巻』（ 2025 年） 125 頁以下を参照。  

存 在 と 法 性 決 定 （ qualification 

juridique）に異議を唱えることを犯罪

とすることにより、立法府は表現とコ

ミュニケーションの自由の行使を違

憲的に侵害した」と判断された。  

さらに、憲法院によるもう１つの根

拠は、ゲソー法とは異なり、アルメニ

ア人ジェノサイドについては、国内ま

たは国際的な司法機関によって認定

されたものではないということが挙

げられる。すなわち、立法による承認

のみに基づくものであることを前提

に、立法府が当該ジェノサイドへの異

議を刑事罰によって禁止することは

違憲だとしたのである。  

 

４．「記憶の法律」と権力分立  

上述したように、「記憶の法律」に

は多くの批判があるが、その１つとし

て権力分立という観点による批判が

挙げられる。この批判には、大別して

２つの主張がある。すなわち、①「記

憶の法律」は立法権による違憲の権力

行使であるとする論理と、②立法権で

あれ司法権であれ、歴史について語る

ことは、研究の自由や表現の自由を侵

害するという論理である。  

前者には以下のような主張が存在

する。例えば、ジェローム・ルーは 「記

憶の法律は、規範的効力を欠いている

どころか、むしろ立法権の権限逸脱と
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いう瑕疵を帯びており、さらには、刑

事裁判の対象となり得る事実につい

て法的評価をあらかじめ確定してし

まう点で、権力分立原則に対する侵害

にさえなり得る。すなわち、それらの

法律は、裁判官が別の法的評価を採用

する余地を事実上排除することによ

って、司法の職務領域に踏み込んでい

る」として批判する (13 )。また、本稿の

冒頭で紹介したバダンテールも前者

として挙げられるであろう。ただし、

バダンテールもルーも、あらゆる「記

憶の法律」に否定的なのではなく、ゲ

ソー法については違憲だと考えてい

ないことには留意する必要がある。す

なわち、ホロコースト否定に罰則を科

すゲソー法は、ホロコーストがニュル

ンベルク裁判、つまり国際司法機関に

よって認定されているため、当該法律

は正当性があるとする。それに対して、

バダンテールらは、アルメニア人虐殺

はフランス国内ないし国際司法機関

による認定がないため、当該虐殺否定

表現に罰則規定を設けた 2012 年法は

違憲であると述べているのである。  

後者の批判としては、ルネ・レモン

やピエール・ノラといった著名な歴史

家たちが 2005 年に設立した「歴史の

ための自由（Liberté pour l’Histoire）」

が挙げられる (14 )。その声明によれば、

「自由な国家において、歴史的真実を

定義する権限は、議会にも司法権にも

 
( 13 )  Voir,  Jérôme Roux «Le Conseil  consti tutionnel  et  le génocide arménien:  de l’a -normali té à 

l’ inconstitut ionnali té de la loi»,  Recueil Dalloz ,  n°15,  12 avril  2012,  p . 989.  
( 14 )  Appel du 12 décembre 2005,” signé en premier par :  Jean-Pierre Azéma, Elisabeth Badinter ,  

Jean-Jacques Becker, Françoise Chandernagor, Alain Decaux, Marc Ferro, Jacques Jull iard, Jean 

Leclant , Pierre Milza,  Pierre Nora,  Mona Ozouf,  Jean -Claude Perrot,  Antoine Prost,  René Rémond, 

Maurice Vaïsse,  Jean -Pierre Vernant,  Paul  Veyne,  Pierre Vidal -Naquet,  et  Michel Winock.  Voir 

qussi , Pierre Nora et  Francoise Chandernagor, Liberté pour l’histoire (Paris:  CNRS, 2008).  

属さない。たとえ善意に基づくもので

あったとしても、国家の政治は歴史の

政治ではない。・・・（記憶の法律の）

各条文は、歴史家の自由を制限し、制

裁の脅威の下で、何を探究すべきか、

何を見いだすべきかを指示し、研究方

法を規定し、限界を設けてきた。私た

ちは、民主主義体制にふさわしくない

これらの法規の廃止を求める」とする。 

以上のように、「記憶の法律」は、立

法府が歴史的事実やその評価に介入

するものであるとして、権力分立の観

点から繰り返し批判の対象となって

きた。とりわけ、歴史の解釈や評価は

本来、学問的・社会的議論に委ねられ

るべき領域であり、議会がこれを法と

いう形式によって確定しようとする

ことは、立法権による権限濫用である

との指摘がなされている。こうした批

判は、司法権や学問の自由との関係に

おいて、立法権の限界をいかに画する

かという憲法上の問題を提起してい

る。しかしながら、第五共和制憲法 3

条が「国民の主権は人民に帰属し、人

民は代表者を通じて、または国民投票

の方法によって主権を行使する」と規

定していることに鑑みれば、議会は国

民主権の正統な担い手の一つとして、

公共的な価値判断に関与する民主的

正統性を有していると解することも
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可能である ( 15  )。歴史的出来事の評価

や記憶の承認は、単なる学術的問題に

とどまらず、国家共同体の自己理解や

社会統合のあり方とも密接に結びつ

いている以上、議会がこれに関与する

こと全てが違憲であるようには思わ

れない。とりわけ、「記憶の法律」が、

過去の暴力や迫害の被害者を公的に

承認し、その尊厳を回復することを目

的とする場合には、議会による介入は、

国民主権に基づく政治的責任の表明

として理解され得る側面を有する。し

たがって、問題となるのは、議会が記

憶の領域に関与することの可否その

ものではなく、その関与がいかなる範

囲と形態で行われるのかという点で

ある。  

 

５．「記憶の法律」の２つの枠組み  

憲法院はボワイエ法違憲判決にお

い て 、 当 該 法 律 が 「 規 範 性

（ normativité）」をもつか否かを重要

な判断基準として用いた。もっとも、

憲法院が用いる「規範性」概念は、そ

の射程や理論的根拠が必ずしも自明

であるとは言い難く、また、立法権の

行使をコントロールする基準として

妥当であるかについては、なお検討の

余地があると思われる。したがって以

下では、憲法院が想定する「規範性」

とは何を意味するのかを明らかにし

た上で、この概念を「記憶の法律」の

合憲性審査に用いることの理論的妥

 
( 15 )  Anne-Cloé  Foirry,  «Lois mémoriel les, normativité et  l iberté d'expression dans la 

jurisprudence du Conseil  consti tutionnel » ,  pp.  141-156,  Pouvoir ,  2012,  n° 143,  

(https: //droit.cairn. info/revue -pouvoirs-2012-4-page-141?lang=fr) .  
( 16 )  R.  Carré de Malberg, La loi,  expression de la volonté générale ,  Paris, Sirey,  1931, 1 r e  édit ion,  

pp.  65 et  66.   
( 17 )  Michel  Troper, Le droit  et la nécessi té ,  Paris,  PUF, 2011,  p . 56.  

当性について考察する。  

 

①  規範性を有する「記憶の法律」と

規範性を欠く「記憶の法律」  

フランス公法学の理論においては、

法律は本来的に規範性をもたなけれ

ばならないと解する見解が主流とさ

れてきた。とりわけ、カレ・ド・マル

ベールが「一般法であれ特別法であれ、

それが関係する者に対して何らかの

権利または義務を生じさせない法律

は存在しない」 ( 16  )と述べているとお

り、法は規範性を有していなければな

らないとされているからである。もっ

とも、規範性がなくても法とみなされ

る、という見解もないわけではない。

例えば、ミシェル・トロペールによれ

ば、法とは政治的決定をめぐる言説の

一形態として理解されるため、政治

的・象徴的な内容しかもたない宣言的

法律であっても理論的には排除され

ないことになる (17 )。しかし、このよう

な理解は、法の本質を規範性に求める

フランス公法学における主流の法概

念とは異なるものである。このように、

多くの学説においては、法は本来的に

規範性を有すべきものと解されてき

たが、すべての「記憶の法律」が規範

性を備えているわけではない。そこで、

マルク・フランジは、「記憶の法律」を

二つの類型に区分している。  

第一の類型は、部分的な 「記憶の法

律」、すなわち、ある出来事の現実を
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認識すると同時に、強制的な規定の実

施を通じて規範的な帰結を導出する

ことを目的とする法律である。これに

該当するのが、①ホロコースト否定を

処罰するゲソー法、②憲法院によって

違憲判断がなされたが、アルメニア人

ジェノサイド否定表現ないし矮小化

表現の刑罰化を規定していたボワイ

エ法、③奴隷制を人道に対する罪と認

定し、一定の団体に付帯私訴権を認め

るトビラ法、④アルキに関する権利関

係を具体的に定めており、刑罰規定は

伴わないものの、国家に対して一定の

措置を講ずる命令的要素を含むメカ

シェラ法である。  

第二の類型は、厳密に記憶に関する

法律、すなわち、特定の事実の現実を

認めることに限定され、規範的な要素

を含まない法律であり、制裁、補償、

あるいは何らかの資格や称号の付与

に関する仕組みについての定めが全

く存在しない。この範疇に入るのが

2001 年法であり、その理由として、純

粋に宣言的な機能に留まることが挙

げられる (18 )。  

 

②  ボワイエ法と規範性  

憲法院は 2012 年判決において、純

粋に宣言的で規範性をもたない法律

と、刑罰の有無にかかわらず規範的

性質を有する法律とを区別する立場

を示した。この判決の対象となった

のは、ボワイエ法である。本判決に

おいて、憲法院は「ジェノサイドの

犯罪を『承認』することを目的とす

 
( 18 )  Marc Frangi,  «Les «lois mémoriel les» : de l’expression de la volonté générale au législateur 

historien»,  Revue de Droit  Public ,  2005, Janvier, pp.241-266,  

(https: //droit.cairn. info/revue -revue-du-droit -public-2005-1-page-241?lang=fr) .  
( 19 )  Foirry ,  ibid .  

る立法規定は、それ自体、法律に付

随する規範的効力を付与するもので

はない」と述べ、同法を違憲と判示

した。すなわち、第五共和制憲法 34

条は、法律が「規律を定める（ fixer 

des règles）」ものであると定めてお

り、この文言自体が法律の規範的性

格を前提としている。憲法院もこの

条文を根拠に、法律は何らかの権利

義務に影響を及ぼす規範を含まなけ

ればならないと解している。そのた

め、2001 年法のような宣言的法律は

法的効力を有しておらず、そのよう

な法律を制定すること自体、立法者

が第五共和制憲法 34 条によって定

められた規範的枠組みから逸脱して

いることを意味する。ところが、憲

法院は 2001 年法を純粋に宣言的で

あるために規範的でない、つまり違

憲であると評価しながら、これを違

憲審査していない。皮肉なことに、

2001 年法が規範性を有していないが

ゆえに、いかなる権利・自由に対す

る制約を課すこともなく、その結

果、当該法律が憲法院による合憲性

優先問題（Questionprioritaire de 

constitutionnalité, QPC）の対象とな

らないのである (19)。  

上述したように、憲法院は、ボワイ

エ法は規範性をもたないために表現

の自由を侵害すると判示したが、他

方で、憲法院は「（ボワイエ法） 1 

条は、フランス法によって『ジェノ

サイドとして承認された』一つまた

は複数の犯罪の存在を否定または矮

小化する行為を処罰するものであ

る」と明言している。このことは、
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ボワイエ法が明確に規範的性格を有

することを示しているとも解され得

るのではないだろうか (20)。フランソ

ワ・ブルネも、規範性という観点か

らみれば、ボワイエ法は確かに規範

性があり、単なる事実だけでなく犯

罪を承認し、したがって、その資格

を与えるという点で二重に規範的で

あると指摘している (21)。トマ・オッ

クマンもボワイエ法に規範性がない

とはいえないとし、当該法律が表現

の自由の侵害を指摘するために規範

性の欠如に言及するのは矛盾してい

るとして、憲法院判決を批判してい

る (22)。確かに、規範性がないのであ

れば法的拘束力ももたないと思わ

れ、そうであるならば、表現の自由

も侵害し得ないであろう。この点に

つき、アンヌ＝クロエ・フォワリー

は、憲法院が問題としているのは

「ジェノサイドを承認すること」で

はなく、それが刑罰規定を通じて実

効性をもつ点にあると述べている
(23)  。すなわち、この論理に従えば、

違憲の理由は承認行為それ自体では

なく、それを根拠に刑罰を科す点に

ある。  

 

６．表現の自由と比例原則  

フランス人権宣言11条は、「思想お

よび意見の自由な伝達は、人の最も

貴重な権利の一である」と規定し、

表現の自由を基本的権利として保障

している。この自由は絶対的なもの

ではなく、一定の制約が許容される

 
( 20 )  Foirry ,  ibid.  
( 21 )  Foirry ,  ibid .  
( 22 )  Thomas Hochmann et  Patrick Kasparian, L’extension du d. li t  de n.gationnisme ,  

Insti tut Universi taire Varenne, 2017, p.  8.  
( 23 )  Foirry ,  ibid.  

 

ことは、憲法院も、本判決において

「表現の自由が絶対的でも無制限で

もないという考え方は、すべての現

代的法秩序に共通してみられる」と

判示し、表現の自由に対する制約が

許容され得ることを明らかにしてい

る。実際、フランスには表現行為を

制限する多くの犯罪類型が存在す

る。しかしながら、表現の自由は民

主主義にとって不可欠の権利である

以上、その制約は最小限でなければ

ならず、立法による制約については

厳格な審査が必要とされる。  

憲法院は、表現の自由を制約する

法につき、以下のように説示する。

すなわち、「立法者が、公共の秩序や

第三者の権利に対する侵害となるよ

うな表現および伝達の自由の行使の

濫用を処罰するような罪を設けるこ

とも可能である。にもかかわらず、

表現および伝達の自由は、その行使

が民主主義の条件であり、他の権利

と自由の尊重の保障の一つであると

いう点で一層貴重なものである。こ

の自由の行使に対する侵害は、追求

される目的に対して必要であり、適

合し、比例的でなければならない」。

このように、憲法院が人権を制約す

る法の合憲性の審査基準として用い

ているのが比例原則である。憲法院

は、個人の自由を侵害し得る法律に

ついては、通常、比例原則による審

査を行ってきた。にもかかわらず、

本判決は、この「三段階」の比例原

則について宣言するにとどまり、「ア

ルメニア人ジェノサイド否定罪の創
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設は、憲法上許容されるのか」とい

う点については、判断を示さなかっ

た。つまり、当該法律の合憲性を比

例原則を用いて審査することはなか

ったのである。  

ボワイエ法違憲判決は、「憲法が定

める特定の規定に従って、法の目的

は規則を定めることであり、その結

果、規範的効力がなければならな

い」と説示している。このように、

憲法院は記憶の法律全体に対して批

判的な姿勢を示しつつも、比例原則

ではなく、規範性の有無を合憲性の

審査基準としたことについては異論

もある。ゲソー法を違憲判断から回

避しようとしたのではないかとも批

判されているのである (24 )。  

フォワリーは、本判決が提示した基

準に照らせば、仮に別の 「記憶の法律」

が憲法院に付託された場合でも同様

の論理が適用される可能性が高いと

指摘する。すなわち、純粋に宣言的性

格をもつ 2001 年法を除けば、フラン

スにおける 「記憶の法律」はいずれも

何らかの法規範性を有しており、その

結果として表現の自由を制約し得る

からである。したがって、憲法院の判

断は特定の法律の特殊性に依拠する

ものではなく、「記憶の法律」一般に

該当する基準を示したものと解する

ことができる (25 )  。  

さ ら に 、 ベ ル ト ラ ン ・ マ チ ュ ー

（Bertrand Mathieu）は、本判決の意義

をより広い文脈で評価している。彼に

 
( 24 )  Foirry, ibid.  
( 25 )  Foirry, ibid.  

( 26 )  Laurence Neuer,  «G.nocide arm.nien :  faut - i l s’obstiner?», Le Point,  28 f .vrier  

2012.  
( 27 )  Rousso,  ibid. ,  p .33.  

よれば、本判決は、立法者が歴史的真

実を確定し、それに反する言説を処罰

するという「意見犯罪（ délit d’opinion）」

の成立に対して明確な歯止めをかけ

たものであるという。また、とりわけ

注目に値するのは、憲法院が立法権の

権限の限界や歴史評価の正当性とい

った問題に踏み込むことなく、表現の

自由という包括的かつ象徴的な原理

を判断基準とした点である。さらに重

要なのは、憲法院が基準として採用し

た表現の自由が、研究者やジャーナリ

ストに限られたものではなく、すべて

の市民に保障される自由を包含する、

極めて広範かつ象徴的な原理である

という点である。このような原理を審

査基準とした以上、歴史的事実の解釈

や評価に対して制約を加える法案を

議会が再び提出する余地は、事実上ほ

とんど残されていないとマチューは

結論づけている (26 )。  

 

７．結び  

「記憶の法律」という概念は、近年

進 行 し て き た 「 過 去 の 司 法 化

（ judicialisation du passé）」という現

象において重要な役割を果たしてい

る。このことは、新たな「記憶の公共

政策」という枠組みの中で位置づけら

れるべきであり ( 27 )、立法者が国家の
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歴史と向き合う姿勢を表明するもの

である (28)。  

フランスでは、1958 年の第五共和制

憲法制定以降、 2008 年の憲法改正に

至るまで、議会が決議を採択する権限

がなかった。そのため、本来であれば

政治的意思表明にとどまる内容であ

っても、法律という形式を用いて表現

せざるを得なかったことが指摘され

ている (29)。したがって、第五共和制憲

法 34 条の 1 にの規定を根拠として、

権利義務の付与や刑罰を伴う「公の歴

史」は法律によって規律されるべきで

ある一方、象徴的承認や政治的意思表

明にとどまる「公の記憶」については、

決議という形式に限定すべきである

との提案も一考に値するであろう ( 30 )。

あわせて、法的効果を伴う非宣言的立

法については、憲法院によるコントロ

ールの強化も重要である。このような

区別を明確化することにより、法律が

本来有する規範的機能を維持しつつ、

議 会 が い わ ゆ る 護 民 官 的 権 能

 
( 28 )  もっとも、フランジは、このような法律が、単に特定の共同体の記憶を促進すること

に留まり、多くの国民とは直接関係ないものとなり得る可能性を否定できないと指摘して

いる。 Frangi,  ibid. フォワリーも、トビラ法とボワイエ法の提案者であるクリスティアー

ヌ・トビラとヴァレリー・ボワイエ（ Valérie Boyer）は、それぞれギアナの選挙区とアルメ

ニア系フランス人が多く居住する選挙区選出の国民議会議員であったこと、また、2001 年

法、トビラ法、ボワイエ法の制定年はそれぞれ 2001 年と 2011 年であり、これらは、選挙

の前年であること、そしてコミュノタリスム（ communautarisme, 共同体主義）的傾向を帯

びた動機があるのではないかと指摘している。 Voir ,  Foirry, ibid .  
( 29 )  Bernard Accoyer, Rapport  d’information du 18 novembre 2008 sur les quest ions mémo -r iel les,  

AN, n°1262.  Après audition de nombreux juristes et historiens, cette mission de l’As -semblée 

nationale conduite par le président  B.  Accoyer avait  conclu qu’i l  ne fa l lait  plus voterde lois 

mémoriel les.  
( 30 )  Foirry,  ibid .  なお、 1987 年 6 月 18 日に欧州議会が、また、 2016 年 6 月 2 日にはドイツ

連邦議会が、いずれもオスマン＝トルコによるアルメニア人虐殺を承認する決議を採択し

ている。  
( 31 )  Foirry, ibid .  
( 32 )  シラク（当時）大統領は在任中、ヴィシー政権下におけるフランス国家のユダヤ人迫

害を公に認めた。それによって、戦後一貫してヴィシー政権下のフランス国家によるユダ

ヤ人迫害を認めなかったコンセイユ・デタの意見にも変化したことについて考察した論稿

として、拙稿「「ヴィシー政権下の法的効力とフランス国家の責任 ―オフマン＝グレマヌ

事件におけるコンセイユ・デタの意見を中心に」山元一・只野雅人・蟻川恒正・中林暁生

編『憲法の普遍性と歴史性―辻村みよ子先生古稀記念論集』（日本評論社， 2019 年） 833

頁以下参照。  
( 33 )  Rousso,  ibid. ,  p . 44.  

（pouvoir tribunitien）を行使すること

が可能になるという (31)。  

シラク大統領（当時）は、「記憶の

義務の大統領（ le président du devoir de 

mémoire）」と称され、ヴィシー政権

下で行われたフランス国家によるユ

ダヤ人迫害を公に認め、その反省を示

し続けた (32)。それと対照的に、サルコ

ジは大統領は、大統領就任前ではある

が、国家の威厳や歴史的肯定を強調す

る政治姿勢を全面に打ち出し、その結

果として制定されたのがメカシェラ

法である。同法は強い批判にさらされ、

後に改正されるに至ったが、制定当初

は学校教育において植民地支配の肯

定的な側面を教示することを規定し

ていた。  

このように、歴史は常に政治と交錯

しており、記憶の法律は「記憶の政治」

の一形態として位置づけられる ( 33 )。

「記憶の法律」は、特定の集団が経験

した困難や苦難を記憶し、これを公的

に認識することを目的としている。そ
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のことは、これらの集団の国民社会へ

の帰属意識を強化し、社会の調和的な

機能を損ないかねない共同体間の利

害対立を回避するという点で正当な

目的を有している。もっとも、このよ

うな出来事を記念することが社会統

合の担い手となり得るとしても、政治

権力、とりわけ国家の意思を表明する

立法府の役割は、国の現在および将来

のために必要な措置を講じることに

あることを忘れてはならないであろ

う (34)。  

 

 
( 34 )  Frangi,  ibid .,  p.266.  


